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学術研究機関等
• 「学術研究機関等」とは、⼤学その他の学術研究を⽬的とする機関若しくは
団体⼜はそれらに属する者をいう(第16条8項)。
• 「⼤学その他の学術研究を⽬的とする機関若しくは団体」とは、国⽴・私⽴
⼤学、公益法⼈等の研究所等の学術研究を主たる⽬的として活動する機関や
「学会」をいい、「それらに属する者」とは、国⽴・私⽴⼤学の教員、公益
法⼈等の研究所の研究員、学会の会員等をいう。
• なお、⺠間団体付属の研究機関等における研究活動についても、当該機関が
学術研究を主たる⽬的とするものである場合には、「学術研究機関等」に該
当する。
• ⼀⽅で、当該機関が単に製品開発を⽬的としている場合は「学術研究を⽬的
とする機関⼜は団体」には該当しないが、製品開発と学術研究の⽬的が併存
している場合には、主たる⽬的により判断する。

個⼈情報保護委員会「個⼈情報の保護に関する法律についてのガイドライン(通則編)」2-18学術研究機関等(法第16
条第8項関係)
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学術研究⽬的で個⼈情報を取り扱う場合の例外①

1. 利⽤⽬的変更の制限(第18条3項五号、六号)
ü個⼈情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、個⼈情報を
学術研究⽬的で取り扱う必要があるとき(五号)

ü学術研究機関等に個⼈データを提供する場合であって、当該学術研究機
関等が当該個⼈データを学術研究⽬的で取り扱う必要があるとき(六号)

2. 要配慮個⼈情報の取得(第20条2項五号、六号)
ü個⼈情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、要配慮個⼈
情報を学術研究⽬的で取り扱う必要がある場合(五号)

ü個⼈情報取扱事業者が学術研究機関等から要配慮個⼈情報を学術研究⽬
的で取得する必要があり、かつ、当該個⼈情報取扱事業者と当該学術研
究機関等が共同して学術研究を⾏う場合(六号)
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学術研究⽬的で個⼈情報を取り扱う場合の例外②

3. 第三者提供の制限(第27条1項五号〜七号)
ü個⼈情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、個⼈データ
の提供が学術研究の成果の公表⼜は教授のためやむを得ないとき(五号)。

ü個⼈情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、個⼈データ
を学術研究⽬的で提供する必要があり、かつ、当該個⼈情報取扱事業者
と当該第三者が共同して学術研究を⾏う場合(六号)

ü学術研究機関等である第三者が、個⼈データを学術研究⽬的で取り扱う
必要があるとき(七号)。

外国にある第三者への提供の制限にも適⽤(第28条1項)
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共通要件①：「学術研究⽬的で取り扱う必要がある」場合
• 「学術研究⽬的で取り扱う必要がある」場合については、⼀般の⺠間事業者
による個⼈情報の利⽤と⽐べ、個⼈の権利利益が侵害されるおそれが相当程
度低下することとなる⼀⽅で、真理の発⾒・探求を⽬的とする学術研究にお
ける意義が認められるものであることから、学術研究による⽬的外利⽤⼜は
学術研究機関等に対する提供を認めることによる利益が、これらを認めるこ
とによる本⼈への不利益を上回るものと考えられる。
• そのため、学術研究による⽬的外利⽤⼜は学術研究機関等に対する提供は、
学術研究⽬的で当該個⼈情報を取り扱う必要性がある場合に限られ、その上
で、当該学術研究⽬的の達成のため必要最⼩限の範囲で取り扱うことが必要
である。
• また、学術研究⽬的で取り扱う必要があって、学術研究による⽬的外利⽤⼜
は学術研究機関等に対して提供する場合であっても、本⼈⼜は第三者の権利
利益の保護の観点から、個⼈を識別することができないよう個⼈情報を加⼯
するなど、可能な措置を講ずることが望ましい。

個⼈情報保護委員会・前掲「学術研究分野における個⼈情報保護の規律の考え⽅(令和3年個⼈情報保護法改正関係)」6⾴。
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共通要件②：「個⼈の権利利益を不当に侵害するおそれが
ある場合」に該当しないこと
• 「個⼈の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合」には、個⼈情報の⽬
的外利⽤をすることはできない。
• この場合、個⼈の権利利益を不当に侵害しないような措置を講ずるなど適切
に処理する必要がある。
• この点、学術研究⽬的で個⼈情報を取り扱う必要があって、⽬的外利⽤をす
る場合であっても、本⼈⼜は第三者の権利利益の保護の観点から、特定の個
⼈を識別することができないよう個⼈情報を加⼯するなど、学術研究の⽬的
に照らして可能な措置を講ずることが望ましい。

個⼈情報保護委員会・前掲「個⼈情報の保護に関する法律についてのガイドライン(通則編)」3-1-5 利⽤⽬的
による制限の例外(法第18条第3項関係) 。

8



• 利⽤⽬的の特定(第17条)、不適正な利⽤の禁⽌(第19条)、適正な取得(第20条
1項)、利⽤⽬的の通知(第21条)及びデータ内容の正確性の確保(第22条)
• 個⼈データの安全管理措置に係る規律(第23条〜第26条)

ü安全管理措置(第23条)、従業者の監督(第24条)、委託先の監督(第25条)漏えい等の報告
等(第26条)

• 保有個⼈データの開⽰、訂正等及び利⽤停⽌等の請求に係る規律(第33条〜
第40条)
• 仮名加⼯情報取扱事業者等の義務(第4章第3節)、匿名加⼯情報取扱事業者等
の義務(第4章第4節)
• ⺠間団体による個⼈情報の保護の推進に係る規定(第4章第5節)
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学術研究機関にも適⽤される規定



研究データの取扱いに関する問題意識
•改正法の適切な理解(誤解の解消)と対応

ü令和3年改正によって官⺠で共通ルール化された規定
Ø利⽤⽬的による制限、要配慮個⼈情報の取得、第三者提供(海外提
供含む)の認められる要件

ü私⽴⼤学に新たに課せられる義務
Ø安全管理、開⽰等請求その他

ü誤解されやすい事項の整理
Ø仮名化、仮名加⼯情報、匿名化、匿名加⼯情報の違いなど
Ø「連結可能匿名化」、「連結不可能匿名化」と個⼈情報の関係

•利活⽤のニーズへの対応
•分野特有のルールへの配慮

ü医療分野：インフォームドコンセントとの関係
Ø⽣命・医学系指針参照


